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1．招請の種類と期間
　韓国に澄ける保険論と協同組合論の研究で著名な金峻憲先生は．国際交流
基金事業の長期招請計画にしたがって，1986年4月1日に来日され，翌年
の2月5日に離日された。その間，明治大学の客員教授として農学部で，
1986年4月1日から10か月間，特別講義を15回に分けて担当され，その意
義を十分にたかめられた。
　その特別講義の要旨を，15回に分けて，次にとりあげ，本事業への報告に
かえる。
2．特別講義の要旨
　第一回目。韓国経済の現況と概観
　現今の韓国経済については，二つの見方があって，一つは肯定的楽観的見
方で，韓国経済発展の原動力をハンガー精神，強い政府と有能な官僚制度，
後発性利益，優秀な労働力と規定し，将来なお発展が加速化するという見方。
他は批判的否定的見方で，現在の輸出指向工業化偏重，企業の同族的財閥支
配による経済発展はやがてその内部矛盾と外部矛盾を激化し，経済の発展計
画は修正され，発展速度は漸減するであろう。
　第二回目。韓国経済運用方向と主要政策
　韓国経済は，いま修正五次計画の時期で，この段階での，経済運用方向と
主要施策は，第一に，経済の安定基調を堅固にしながら．自力成長の基盤を
構築すること。第二に，技術主導の産業発展によって，先進国との技術なら
びに競争力の格差を縮める。第三に，国民的便益ならびに社会資本を均衡的
に拡充して，社会開発，国民生活の質的向上を期す。第四に，経済社会の条
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件の変化に適合するように，政府機能を拡充発展させて，国民への奉仕と信
頼される行政風土を定着させる。このような政策に基づく経済運用の実績は，
84年度・一人当りGNP，1，999ドル，成長率7．5％，総投資率29．79（国
民貯蓄率27．3％，海外貯蓄率2．3％）である。しかし，成長率で日本を上廻
っているものの，韓国の国家経済規模は，いまだ日本のそれとは比較になら
ぬ段階にあり，ましてやブーメラン現象等は，当分，論外である。
　第三回目。韓国農業の当面の政策
　農業政策の基本方向を当面次のことに澄いている。第一に，農家所得の継
続的増大。これは量はもちろん，質的な生産性向上，農業構造改善を主眼と
している。第二に，均衡のとれた営業を能率的にしかも安定的に供給。第三
に．農村を快適な定住生活空間に開発すること。このような基本目標にのっ
とり，食品消費構造の変化に対応する。したがって，水田基盤依存から，需
要増加が予想される畑作物，飼料および水産物生産基盤を拡充すると共に，
営農規模の拡大，農外所得源（日本81％，台湾65％．韓国33％）の開発の
ための農村工業の誘致，農家副業団地，観光農業等の必要性が強調されてい
る。
　第四回目。戦前の韓国農業協同組合の歴史
　韓国の農業協同組合発生の系譜は，日本人と朝鮮人主導の二分脈に分かれ
る。日本人主導で最大の組織は，金融組合で，その発生源も古かった。この
金融組合の組織は，日韓併合以前の1907年5月に地方金融組合規則を根拠法
として設立され．官僚機構の支持に力を得て，急速な発展へと連がる。設立
理念としては，ラィファイゼン理念と日本の産業組合法を模範にしftといわ
れ，官営であったが，植民地終息まで，その組織をそっくり残した。もうひ
とつの朝鮮人による協同組合運動は，遅れて出発し，その影響力は前者とは
較べようもなかった。しかし，遅れて出発した朝鮮人系協同組合は，だんだ
んと先細りし，遂には．強制的に解散に追いこまれた。
　第五回目。韓国農業協同組合の組織
一2一
　第二次大戦後の農協は，1957年2月，農業協同組合法の公布をまって，
農協運動が展開し，遅れて1961年7月に既存の農業銀行法と農業協同組合
法の廃止・統合による新農業協同組合法の公布を経て，農協運動も本格化し，
現在の農協にいたる。したがって総合農協であったがために，共済事業も，
主要事業の一っとして含まれた。その農協の設立目的は，　「農民の自主的協
同組織を通して農業生産力の増進と．農民の経済的社会的地位向上を図ると
共に・国民経済の均衡された発展を期すべき」ことにおかれた。このような
目的を実現すべく，各事業は，単位組合が13種，特殊組合14種，中央会13種
類の事業がおかれた。だが主要事業は，そのうち，生産と生活の指導事業，
購買・販売・信用・利用．加工そして共済事業等，7業種でこれの比重が高
い。農協組織は二種類で，耕種農業を経営する農民を組合員とする単位組合
と，特殊農業経営者を組合員とする特殊農業組合である。それらは全国連合
組織体である農協中央会によって統轄される。しかし，農協運動の根幹であ
る単位組合は，農協組織の核心であり，基本的組織体として第一線に位置づ
けられていることはいうまでもない。特殊組合は，園芸，果樹等を経営する
特殊経営者を組合員とし，市や郡単位に設立された専門農協である。中央会
は．総会構成として会長と合計152名の総代によって構成され，特別市，直
轄市・各道別に選出される。その他に，運営委員会，理事会，監査制度があ
る。85年度を基準として，中央会の会員数286，単位組合数1，367，特殊
組合42．組合員総数は1，941，500名で組織されている。
　第六回目。農協共済事業の原理
　「協同組合運動の一猿として具体化される保険事業（共済）は，近代保険
技術にその技術的基礎を置いている」。その近代保険の定義は，五要件の同
時的具備が，前提となっている。第一に，社会に偶然があること。しかも特
定化され得る偶然でなけれぱならないということ。第四に，経済施設の随伴
義務。これは，多発する危険・偶然に，経済的に対処し，しかもその対処費
用が，公平な補償金として還元される制度を意味し，私企業として，経営さ
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れる保険と，併せて協同組合組織を通じての対処が，共に有意義な制度であ
るとの評価からくる。
　第七回目　共済制度の歴史
　古代パレスチナでは，馬匹の盗難，猛獣による犠牲等の損失を相互補償す
る馬匹組合があったといわれている。ローマ時代にも，こういった趣旨の葬
儀組合があった。中世のギルド制度も，一定の醸出金によって，組合員の死
亡，火災，疾病，盗難i等に備えて，一定の基金をつくった。近代的共済制度
は，オーエンの思想に由来する。これが発展して，・・チデール公平開拓者
組合に実を結び，偶然的危険に対処せんがための相互扶助の精神は，保険の
生成と類似しているのである。
　第八回目。韓国共済制度の発達過程
　中世の韓国でも，喪徒契，民契，郷約契，里契，　負商契（行商人），五
家統，等は一種の共済形態である。最近になっての共済事業は，1915年地
方金融組合の火災共済，1919年慶北畜産協同組合による家畜共済などがあ
る。しかしながら，近代的共済制度の基礎がしっかり確立し始めたのは，
1960年代以降のこと。すなわち，農業，水産，漁業に限れぱ，共済事業の
根拠法は，農業協同組合法（1961年7月29日），水産業協同組合法（1962
年1月20日），畜産業協同組合法（1980年12月15日）などである。この他
にも，五個の共済組合法がある。以上のうち，最も組織が広く，体系的に運
用されているのは農協の共済事業である。
　第九回目。韓国の共済事業（特に農協の共済事業）
　農協中央会共済部で扱っている事業は，損害共済と生命共済に大別される。
損害共済を細別すれぱ，火災，山村火災，長期火災，特殊家畜，身元保証等
に分けられ，生命共済のそれは，新生活安定，児童希望団体貯蓄，新生活貯
蓄，進学短期貯蓄，終身保障，無窮花，入院，国民生命共済等に分けられる。
1984年度を基準にして，損害共済対生命共済の構成比率は，共済料に澄い
て．43．0％，50％，共済金において，55．4対44．6％，損害率において81．4
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％対18，6％となっている。したがって，この両部門の対比に澄いて，共済料，
共済金の比率差はそれ程でもないが，損害率においては，損害共済が圧倒的
に局い。
　第十回目。最近の韓国農業協同組合共済事業の特徴
　共済事業の目的は，農民組合員と，その家族の生命と財産上の被害，各種
の危険に対処し，しかも長期貯蓄機能を通し，農家生活安定を期することに
ある、，したがって，生命共済事業は，単位組合を中心にして自主推進基盤の
拡充が望ましい。ところが，短期貯蓄共済が主流を形成し（48％），比較的
長期である。進学共済，終身保障共済が劣る。その上，無窮花貯蓄共済とか，
団体貯蓄共済が急減しているのが実情である。更に，生活安定共済と児童希
望共済は，新契約を中止する等，商品の頻繁な変更など嘆わしい実情を露呈
している。一方，損害共済は，建物，家畜，山村，動産等を共済対象にして
いる。これも，受入共済料は減少し，契約総数は増えるという，いわゆる小
型化が進み，しかも主流である火災共済が，毎年，減少し，特殊家畜共済と
長期火災共済も減少傾向をたどっている。
第±回目。共溝業と保険事業の比較
　1984年度を基準にすれば，保険事業対共済事業の実績を比較すると，
保険料において，損害共済料が，16．5％，生命共済料が6．2％，平均して8．4
％の水準になる。同じく，保険金（共済金）においては，損害共済金20．1％
生命共済金12．9％であり，平均すると，16．1％になる。だが，保険料と共済料
の比較に論いて注目すべき点は，共済料の占める割合が毎年，高まっている
し，共済金と保険金の比較でも，年々，共済金の増加が急である。したがっ
て，共済事業と保険事業を比較するとき，収入面では，共済料が保険料より
も高い増加趨勢を現わしているが，支給面では共済金の方が保険金より高い
ので，事業としては，保険事業が有利であるが，補償制度面では，共済事業
が優れていることがわかる。
第士回目濃産物保険制度
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　農家を諸種の災難から保護し，農家所得の安定化のためにも，農産物保険
制度の導入が急務である。日本では，農業保険制度の研究，澄よび保険法制
定の歴史はいずれも長い。すなわち，1873年（Pau且Mayet）〈独〉を招請
し，農業保険制度に関する献筆があり，1880年の備蓄貯蓄法制定（災害対策
法）があり，1938年農業保険法制定があった。特に，農業保険法は，当時の
日本が中日事変という戦時体制下にあったにも拘わらず，国家財政収入の大
本であった農地税収入の安定イヒに大きく寄与したものと評価されている。現
行の農業保険制度の特徴は，その組織が，政府支援の下に，民間組合形態
（町村保険組合→府県連合会→政府再保険）をとり，しかも国庫補助が，純
保険料の約60％，運営費の80％を支援している上に，異常災害対策として，
政府再保険ならびに，農業共済基金（組合と連合会の資金不足の時融資し，
政府，連合会が各々50％投資）が活用されている。その他，諸外国，例えば，
1938年のアメリカの農業保険法制定をはじめ，世界20有余の国で，法が制
定され，実施されているといわれている。
虻回目．韓国離物保険制麟入準備
　1982年5月，農水産部基本方針が対農協，対農村経済研究員に通達された。
ついで，同年11月，同事業24個面において，水稲作農家に対する基本設計が
完了。83年度には，同事業の演習実施（8個道，8個郡内，24個面）があっ
た。84～86年までに試験実施を経て，87年から全国実施が見込まれている。
しかし，こういった農業保険法の実施には，諸外国の優れた諸先例が参考に
ならなければならない。特に，日本の同制度の成果を十分に汲取り，政府予
算確保規模と気象等基本データーの整備拡充が強く望まれている。
幅回目濃作物殿と闘矯
　農協共済は組合保険であり．この面で社会保険である。したがって私企業
の保険と異なる。社会政策保険も色々ある。医療保険，産業災害補償保険，
国民福祉年金等があるが，農産物保険もまた，この範疇に属する。したがっ
て，農業保険は，農業上の財物あるいは農業者の財産，又はその家族の身体
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を対象にした事故一偶然損害を補償する保険である。したがって，農業上危
険であるもの，つまり，自然的危険一集団発生性，多様性，時間的・地域的
変動性，分損性といわれる自然的要因を対象にしているのである。と同時に，
農業保険は，政策保険であるから当然に政府支援の必要性がいわれている。
また，農民の自立的，金銭準備も兼ねて共済制度との組合せが最も望まれて
いるのである。
媒醐．総括
　結局，共済制度と農業保険制度は，両立し，しかも必要不可欠の農業上の
制度と思われる。とするならぱ，もっとも近接し，歴史もふるい両制度の運
用の実績を豊富にもつ日本の諸経験が十分に考えなければならない。
3．　澄わりに
　以上まことに簡単ではありますが，金峻憲先生の特別講義要約の御報告と
する。長期間にわたったこの特別講義が無事成功裡に終ったことは，ひとえ
に関係者各位の御協力の賜と存じ，心から御礼申上げる。この特別講義と客
員教授との人間関係はさまざまな点で意義を発生するものと確信する。
　k・わりにあたって，この計画実施に最初の機会を与えて下さった関係者各
位に感謝したい。それにもまして，この機会の成功に陰に陽に御配慮と御協
力を下さった農学経済学科の諸先生と院生諸君に御礼すると共に，事務手続
きや授業準備等に御世話下さった国際交流事務室と農学部事務室の方々に御
礼申上げます。
　第一回目の長期招講計画の実施が無事終るにあたり，この計画の発展と国
際交流の実のあがることを祈りながら，報告の御挨拶とする。　2月15日
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